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千葉テレビ放送内部統制基本方針 

 

 当社は、取締役会において、「内部統制基本方針」を次のとおり決議しております。 

 

(1)  取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制 

 

①  当社が定めるコンプライアンス関係の規定は、取締役及び使用人が法令、定款及び社

会規範を遵守した行動を取るための行動規範とする。 

②  総務担当取締役は、コンプライアンスの取組を継続的に実施するため、法令遵守等に

関する教育・研修を行い、コンプライアンスの意識向上に努める。法令、定款等の違反

行為に対しては、懲罰規程に基づき厳正に処分する。 

③  総務担当取締役は、総務局と連携し、コンプライアンスの状況を監査し、必要に応じ

て取締役会に報告する。 

④ 法令、定款及び規程上疑義のある行為については、使用人が直接情報提供を行う手段

として通報窓口の総務局へ迅速に連絡・報告する。 

 

(2)  取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

 

①  取締役の職務執行に係る文書（電磁的記録を含む。以下「文書」という。）は法令及

び文書管理規程に基づき、保管、廃棄する。 

     総務担当取締役は、当該文書の保管、廃棄等について定期的に状況を把握する。 

②  取締役及び監査役は、常時、これらの文書を閲覧できるものとする。 

 

(3)  損失の危機の管理に関する規定その他の体制 

 

①  資産の管理、番組・ＣＭの放送内容、放送事故等に関する管理、番組制作に関する管

理及び情報セキュリティ管理等に係るリスクについては、それぞれの担当部署において、

規則・ガイドラインを制定し、研修の実施、マニュアルの作成・周知等を行うものとす

る。 

②  総務担当取締役を全社のリスクに関する責任者とし、リスクを認識した場合、リスク

への対応のため、速やかに対応部署、責任取締役を定める。リスク管理上の問題点につ

いては、必要な改善策を実施するとともに、その結果を取締役会に報告する。 

③  大震災等の災害が発生した場合には、災害対応マニュアルに従い対策本部を設置する。

対策本部長は対策を検討・決定し、迅速かつ適切な対応を取る。 

 

(4)  取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 

① 各取締役の業務分担を定め、さらに、職務権限及び業務決裁に関する規程を制定し、

各取締役の職務権限及び責任等を明確にし、業務執行の適正化を図る。 
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②  業務執行上の重要な事項については、取締役会及び経営会議等において慎重に審議し、

決定する。 

③  総務担当取締役は、取締役、使用人が共有すべき中期経営計画の浸透を図り、この中

期経営計画を具体化するため、部署ごとの目標を設定し、その進捗についての定期的な

検証を行い、実績を管理する。 

 

(5)  当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

 

①  子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制 

子会社に対し、経営の自主性を尊重しつつ、重要事項についての事前協議を行うとと

もに、事業の状況に関する定期的な報告をさせる。 

②  子会社の損失の危険管理に関する規程その他の体制 

    リスク管理規程を制定し、リスクが子会社内で発生することが想定される場合、迅速

かつ適切な情報伝達と緊急体制を整備する。 

③  子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

子会社に対し、職務執行に関する権限及び責任について、職務権限規程その他の社内

規程において明文化させ、職務を効率的に遂行させる。 

④ 子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制 

   ア 子会社における内部統制システムの整備に関する指導及び支援を行う。 

   イ 当社監査役と子会社の監査役等と定期的に意見交換会を行い、連携する。 

 

(6)  監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけるその

使用人に関する体制及びその使用人の取締役からの独立性に関する事項並びに

その使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

 

①  監査役は、総務局の使用人に監査業務に必要な事項を命令することが出来るものと

する。 

②  監査役から監査業務に必要な命令を受けた使用人は、その命令に関して取締役等の

指揮命令を受けないものとする。 

 

(7)  取締役及び使用人が監査役会に報告するための体制 

 

取締役または使用人は、監査役会に対して、法令及び規程に定められた事項のほか、

当社及び子会社に重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、コンプライアンスに関

する通達状況及び監査役から報告を求められた事項について速やかに報告する。 

 

(8)  子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が監査

役に報告をするための体制 

 

①  子会社の取締役等は法令及び規程に定められた事項のほか、子会社の監査役から報告
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を求められた事項について速やかに子会社の監査役への報告とともに、当社の総務局に

報告させる。 

②  当社の総務局は、前項について報告を受けた場合には、速やかに監査役にその内容を

報告する。 

 

(9)  報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこ

とを確保するための体制 

 

①  総務担当取締役及び総務局は、内部通報があった場合には、監査役に速やかに事案の

内容を報告する。 

②  監査役は、報告をした使用人等の異動、人事評価及び懲戒等に関して、取締役にその

理由の開示を求めることができる。 

 

(10） 監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する

事項 

 

監査役がその職務の執行について生ずる費用については規程に基づき精算する。 

 

(11)  その他監査役会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 

① 監査役と代表取締役社長や会計監査人と定期的な意見交換会を設定する。 

② 監査役が、社内の重要課題等を把握し、必要に応じて意見を述べることができるよ

う、取締役会その他の重要会議に出席する機会を確保する。 

③ 取締役及び使用人には、監査役の活動が円滑に行われるよう、監査環境の整備に協

力する。 

 

以上 


